





























70 創価経営論集　第36巻第 1・2・3 合併号
































・ PCB 関連 … トランス類の処理費用，コンデンサ類の処理費用，収集運搬費など
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・ アスベスト関連 … 調査費用，除去費用，封じ込め処理費用など
・ 土壌汚染関連 … 土壌調査費用，土壌対策費用，埋め戻し費用，原状回復費用など









商社 …  三井物産，三菱商事，伊藤忠商事，住友商事，丸紅
　　　　  ⇒  エネルギー開発関連設備の撤去費用
銀行 …  三菱東京 UFJ ファイナンシャル・グループ ⇒  リース物件，オフィスや店舗
小売 …  三越伊勢丹ホールディングス，マルエツ ⇒  賃借店舗の原状回復費用
鉱業・非鉄金属 …  日鉄鉱業，住友金属鉱山 ⇒  閉鎖予定鉱山の撤去費用
外食・サービス …  スターバックスコーヒージャパン，グルメ杵屋，ワタミ，王将，モスフー
ドサービス，シダックス ⇒ 賃借店舗の原状回復費用
衣料専門店 …  AOKI ホールディングス，はるやま , ユナイデッドアローズ，ポイント 
　　　　　　　  ⇒  賃貸物件から退店する際の原状回復費用
電力 …  東京電力，中部電力，関西電力，中国電力，北陸電力，東北電力，四国電力，九州電
力，北海道電力 ⇒  将来見込まれる原発の解体費用
その他 … コナミ ⇒  健康サービス分野のリース施設の資産が対象
　　　　　静岡鉄道 ⇒  飲食店の原状回復費用など
　　　　　ニチイ学館 ⇒  借地に建設する介護施設の原状回復費用
　　　　　新日本石油 ⇒  石油・ガス開発の生産設備が対象
　　　　　出光興産 ⇒  ガソリンスタンドの撤去費用など
　　　　　太平洋セメント ⇒  閉山費用（設備の撤去や緑化も含む）
　　　　　三菱ガス化学 ⇒  ガス井戸の廃坑費用など
































































第 1 年目が5,200百万円，第 2 年目が10,500百万円，第 3 年目が10,000百万円，第 4 年目が9,000百万円，第 5
年目が7,500百万円，毎年の現金売上高の43% が変動現金支出原価，固定支出原価は 5 年間一定で毎年830百
万円であるとする（これらの現金収支は毎年度末に生じるものとする）。このプロジェクト実施のためには，
現時点で15,050百万円の設備投資をせねばならず，その残存価額はゼロで経済的耐用年数はプロジェクト寿命









第 1 年目差額 CF ＝ {5,200×（ 1 －0.43）－830} ×（ 1 －0.4）＋3,010×0.4＝2,484.4
第 2 年目差額 CF ＝ {10,500×（ 1 －0.43）－830} ×（ 1 －0.4）＋3,010×0.4＝4,297
第 3 年目差額 CF ＝ {10,000×（ 1 －0.43）－830} ×（ 1 －0.4）＋3,010×0.4＝4,126
第 4 年目差額 CF ＝ {9,000×（ 1 －0.43）－830} ×（ 1 －0.4）＋3,010×0.4＝3,784









　減価償却費＝863÷ 5 年≒173 ⇒ 税効果 ⇒ 173×0.4≒69（第 2 ～第 4 年度末も同じ）
　利息費用＝863×0.03≒26 ⇒ 税効果 ⇒ 26×0.4≒10
　　（借方）減価償却費　　173　（貸方）有形固定資産　 173
　　　　　　利息費用　　　 26　　　　　資産除去債務　  26
　　　　　　繰延税金負債　 69　　　　　法人税等調整額  79
　　　　　　繰延税金資産　 10
・第 2 年度期末
　利息費用＝（863＋26）×0.03≒27 ⇒ 税効果 ⇒ 27×0.4≒11
　　（借方）減価償却費　  173　（貸方）有形固定資産　 173
　　　　　　利息費用　　　 27　　　　　資産除去債務　  27
　　　　　　繰延税金負債　 69　　　　　法人税等調整額  80
　　　　　　繰延税金資産　 11
・第 3 年度期末
　利息費用＝（863＋26＋27）×0.03≒27 ⇒ 税効果 ⇒ 27×0.4≒11
　　（借方）減価償却費　  173　（貸方）有形固定資産　 173
　　　　　　利息費用　　　 27　　　　　資産除去債務　  27
　　　　　　繰延税金負債　 69　　　　　法人税等調整額  80
　　　　　　繰延税金資産　 11
・第 4 年度期末




　　　　　　利息費用　　　 28　　　　　資産除去債務　  28
　　　　　　繰延税金負債　 69　　　　　法人税等調整額  80
　　　　　　繰延税金資産　 11
・第 5 年度期末
　減価償却費＝863－173× 4 年＝171 ⇒ 税効果 ⇒ 171×0.4≒68

















































の計算結果は表 3 に示すとおりである。なお，割引率は税引前リスクフリーレート 3 % である。





第 1 年目差額 CF ＝2,484.4＋（862.6088÷ 5 年＋862.6088× 3 %）×0.4≒2,563.76
第 2 年目差額 CF ＝4,297＋（862.6088÷ 5 年＋862.6088×1.03× 3 %）×0.4≒4,376.67
第 3 年目差額 CF ＝4,126＋ {862.6088÷ 5 年＋862.6088×（1.03）2× 3 %} ×0.4≒4,205.99
第 4 年目差額 CF ＝3,784＋ {862.6088÷ 5 年＋862.6088×（1.03）3× 3 %} ×0.4≒3,864.32
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慮せず，税引前リスクフリーレート r と税引後加重平均資本コスト c が等しい場合，INPV 式の
第 1 項は ARO・T，第 2 項はゼロ，第 3 項は－ ARO・T となるので，INPV はゼロとなり，
タックス・シールドの効果は現れない。逆に r と c が等しい状況で貨幣の時間価値のみを考慮し
てしまうと，第 1 項の絶対値よりも第 3 項の絶対値が大きくなってしまうので，INPV はむしろ
悪化してしまう。
　ちなみにこのモデルを活用して表 3 の一部の変数を増減するシミュレーションをしてみる。割
引率が 1 % 増加すると INPV は約3,271万円に減少し（約10万円の減少），割引率が 1 % 減少す
ると INPV は約3,288万円に増加する（約 7 万円の増加）。割引率を 3 % に固定して，法人税等
の率を 5 % 減税すると INPV は約2,871万円に減少し（約410万円の減少）， 5 % 増税すると
INPV は約3,691万円増加する（およそ410万円の増加）。割引率 3 % も法人税等の率40% も固定



















1 ．Bruce Makenzie，Tapiwa Nizikizawa，Danie Coetsee and Raymond Chamboko, Wiley 2011 
Interpretation and Application of International Financial Reporting Standards, Wiley 2011. 





















「資産除去債務・11年 3 月期から強制適用・環境コストに関心高まる」日本経済新聞 2009年 1 月24日付
朝刊。
「有害物質処理や借地の原状回復「将来の費用」計上 , 対応急ぐ」日本経済新聞 2009年 6 月10日付朝刊。
　
「変わる会計・変わる経営・ 2 ・資産除去債務」日本経済新聞 2010年 3 月25日付朝刊。
「外食，将来の撤退費用重荷・今期新会計ルール，利益を圧迫」日本経済新聞 2010年 6 月 2 日付朝刊。
「衣料専門店「資産除去債務」特損に・今期 AOKIHD 16億円」日本経済新聞 2010年 6 月 9 日付朝刊。
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「将来の撤退費用が重荷に・新会計ルール特損に計上・電力 9 社今期1,400億円」日本経済新聞 2010年 6
月24日付朝刊。
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